
高松空港ＩＬＳ高カテゴリー化事業における
新規事業採択時評価について

国土交通省 航空局
令和８年３月



高松空港概要
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【R7.2.2】

高松空港の現況及び課題①

⇒3→５往復╱週
(R7.3/31～)

⇒5→７往復╱週
(R7.3/31～)

現旅客ターミナルと 増築・改築後のイメージ

R6.12.16 高松空港株式会社 発表

高松空港は、香川県のみならず、中四国や近畿圏を含む広範な地域へのアクセスが良好で、利用者から高く評価されている。
特に、国際線の増便や新路線の開通が相次いでおり、これに対応するため、旅客ターミナルビルの増改修工事等の空港機能
の強化が進められている。

R6年度
13往復/日

3往復/日
1往復/日
17往復/日

R6年度
7往復/週
7往復/週
4往復/週
7往復/週
7往復/週
5往復/週
37往復/週

就航先(就航日) 航空会社 R1年夏
羽田(H1.12) JAL/ANA 13往復/日

成田(H25.12) ジェットスター 3往復/日
那覇(H5.5) ANA 1往復/日

17往復/日

就航先(就航日) 航空会社 R1年夏
エアソウル 7往復/週
ジンエアー －

上海(H23.7) 春秋航空 5往復/週
台北(H25.3) ﾁｬｲﾅエアライン 7往復/週
香港(H28.7) 香港エクスプレス 3往復/週
台中(R6.3.31) スターラックス －

計 22往復/週

ソウル(H4.4)

R9年春 予定

R7.10.16 7番スポット旅客搭乗橋 供用開始
国際線最大同時受入可能便数 ２便→３便

Ｒ６年度利用者数は国内・国際線、チャーター便
併せて 過去最高の２１３万人以上

高松空港の旅客数の推移
出典：空港管理状況調書

R８.2.2 香川県 発表
Ｒ８．３．３１～
釜山 エアプサン ３往復╱週

R7.12.19 
香川県 発表

Ｒ８．３．27、31
ベトナム航空
チャーター便運航

国際線 旅客数
29万人/年

国際線 旅客数
4８.２万人/年

2



（赤文字：航空局調べ）
●令和８年 ２月２７日〔ＯＨＫ岡山放送：配信〕
「高松空港の羽田線高松行き最終便が視界不良で羽田に引き返し ２８日の高松発初便欠航」
→各社最終便(定刻21:25着、21:40着）は、引き返して東京国際空港に23:05及び、23:21に到着後、
当日の運航は打ち切られ、翌日の高松空港各社初便も、機材繰りの都合により欠航となった。

●令和７年１２月２４日 〔ＯＨＫ岡山放送：配信〕
「高松空港の東京・羽田線 一部で欠航便、到着地変更 濃霧の影響」→ 上記

●令和７年６月３日〔ＯＨＫ岡山放送：配信〕
「高松空港 濃霧で東京・羽田線などで、欠航便 羽田発の便は引き返しや大阪に到着地変更も」
→欠航は7便にのぼり、折り返し便も機材繰りの都合により欠航となった。うち、仁川発便(定刻10:30
着)は、高松上空での待機後、仁川国際空港へ引き返し11:41に到着し、当日の運航は打ち切られて
いる。加えて、遅延便は8便発生し、平均40分以上の遅延が生じた。

●令和７年５月２５日〔四国新聞：１９面〕
「高松空港発着便の６便欠航」→往復6便欠航の他、上海（浦東空港）発便（定刻12:00着）は、
関西国際空港に12:21到着後、濃霧の回復を待った上で、22:24に高松空港へ到着した。

高松空港の現況及び課題②

【課題】 高松空港は、内陸部に位置し、標高が高い(184.9m)場所にあり、霧が発生しやすい空港。
国内、国際線あわせて、 濃霧による低視程の影響により、年平均で、着陸欠航が20便以上、 着陸遅延が10便以上発生している。加えて、条件
付き運航便が頻繁に発生している。なお、令和７年度は、２月までに、着陸２９便が濃霧による低視程で着陸不可となっている。

高松空港 濃霧による運航影響状況 （R7年12月24日）

進入機

ILS-ﾛｰｶﾗｲｻﾞｰ

RVR(Runway Visual Range) 
:滑走路視距離 550m以上
➣着陸可能

RVR(Runway Visual Range) 
:滑走路視距離 ５50m 以下
➣カテゴリーⅠでは 着陸不可

07:51 08:20

RVR(Runway Visual Range) 
:滑走路視距離 550m以上
➣着陸可能

12:45

当日の 【高松空港到着 計５便影響】 【高松空港出発 計５便影響】
東京国際空港へリターン 1便 大阪国際空港へダイバート 1便 折り返し（種子島行チャーター含む） 欠航５便
神戸空港へダイバート（福島発チャーター）１便 欠航 2便

R7.5.24
ｴｱﾗｲﾝ HP

R7.6.3
ｴｱﾗｲﾝ HP

「高松空港行き 濃霧による条件付き運航」は、
東京国際空港（羽田） 便と 那覇空港便

→ R5年度2５７便、 R6年度２３０便 （航空局調べ）

綾川町高山航空公園
ライブカメラ YouTube
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ILS-ﾛｰｶﾗｲｻﾞｰ ILS-ﾛｰｶﾗｲｻﾞｰ

東京国際空港

大阪国際空港

定刻：東京国際空港11:20-高松空港12:45
高松上空待機後、
14:00 大阪国際空港へダイバートし、運航打ち切り

当日の航路イメージ

【高松空港における濃霧に伴う視界不良による欠航事例の最近の報道状況】



高松空港着陸便における月毎の濃霧による 条件付き運航便数・割合（東京国際空港・那覇空港便）

(便)

高松空港 着陸便（国内線）における濃霧による欠航便数・割合

R6年度R5年度項 目

4,7304,784到着便数（便/年）a

257271条件付き運航便数（便）

230257濃霧による条件付き運航便数（便）b

4.9%5.4%濃霧による条件付き便数の割合（％） b/a

高松空港 着陸便における濃霧による
東京国際空港・那覇空港便 「条件付き運航」の便数・割合

R7年度※R6年度R5年度R4年度項 目

集計中7,2826,7445,944計画便数 （国内線着陸便）a

集計中628362欠航便数 （国内線着陸便）

29151320濃霧による欠航
（国内線着陸便）b

-0.2%0.2%0.3%濃霧による欠航の割合（％）b/a

高松空港の現況及び課題③

出所）高松空港に就航する国内航空会社2社提供データより作成

高松空港の着陸便における「条件付き運航」は、月別の変動幅が大きく、濃霧が年間の主要な不安定要因となっている。
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航空会社及び香川県 他、ＩＬＳカテゴリーⅢを強く要望。ＩＬＳカテゴリーⅢにより、濃霧による低視程時でも安全かつ確実に着
陸できる能力が向上し、欠航や遅延の減少が期待される。
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ﾛｰｶﾗｲｻﾞｰ

ｸﾞﾗｲﾄﾞ
ｽﾛｰﾌﾟ

ILS進入概要

高松空港 ＩＬＳ高カテゴリー化 事業 （ＩＬＳカテゴリーⅢ化）の要望

R7.12 航空会社要望 （抜粋）

（要望者） 航空会社・香川県・県議会・市議会
・四国経済連合会・四国商工会議所連合会・市商工会 他

ILS概要

R8.1 香川県要望 （抜粋）

【決心高】着陸しようとする航空機が進入継続の可否を判断する
高さ（その高さで滑走路等が見えなければ着陸をやり直す）

【RVR (Runway Visual Range：滑走路視距離) 】
着陸後、パイロットが滑走路を見通すことの可能な最大距離

・RVR300m 以上
・地上３０mで滑走路・
灯火 が見えなければ、
着陸をやり直す

・RVR550m以上
・地上６０mで 滑走路・
灯火 が見えなければ、
着陸をやり直す

決心高200フィート(60m)以上

接地点進 入 灯 滑走路灯火 滑 走 路

カテゴリーⅠの場合

カテゴリーⅡの場合

約 600m

約６００メートル 約 1,200m

・RVR50m以上
・自動操縦によって安全に着陸できる

カテゴリーⅢの場合

決心高100フィート（30m）未満
又は、設定無し

RVR

インナー
マーカー

決心高200フィート（60m）未満
100フィート（30m）以上

ｸﾞﾗｲﾄﾞ
ｽﾛｰﾌﾟ

ILS(Instrument Landing System:計器着陸装置）
着陸のため進入中の航空機に対し、指向性
のある電波を発射し、滑走路への進入コース
を指示する無線着陸援助装置

航空機上の計器は、ILS
進入コースが航空機の
左側及び下にあることを
示している。

航空機上の計器は、ILS
進入コースが航空機の
右側及び上にあることを
示している。

航空機上の計器は、航空機がILS進入
コースの中心で、着陸点まで、8.7NMの
位置にいることを示している。

ﾛｰｶﾗｲｻﾞｰ
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過年度の運航及び気象に関する実績ﾃﾞｰﾀに基づき、ｶﾃｺﾞﾘｰⅢの運用であった場合に、欠航→着陸可能（救済）となった便数

高松空港ＩＬＳカテゴリーⅢ化による救済対象便数の算出

救済便数
算出フロー

▼ Ｉ ＬＳカテゴリーⅢ化にて、欠航が救済される便数 （令和８年２月末現在） コロナ禍除く

7年平均7年 計R7R6R5R4R3R2R元H30H29H28H27【年度】

2２便1５６2４１５1320ーーー16182945救済便数 (国内線)

３便２15200ーーー2854救済便数 (国際線)

25便1772９17132018263449計

台風、横風
規定値以上

滑走路
閉鎖等

カテゴリーⅠ

着陸可

カテゴリーⅢ

着陸可

カテゴリーⅢ
救済対象便

対象外

救済対象便の算出

横風規定値:10kt以上

気象条件
滑走路視距離:550m以上
雲量5/8(BKN)が、60m以上

気象条件
滑走路視距離:50m以上

Y

Y

Y

Y

N

N

N

N

高松空港 ＩＬＳカテゴリーⅢ化により
月毎の濃霧による救済可能な便数
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

濃霧の影響は、冬季～春季に集中しており、
Ｒ７年度も、すでに２９便が欠航している。

救済便数／月
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ＩＬＳカテゴリーⅢ化による効果目的

運航改善、環境改善を目的として、
高松空港においてＩＬＳのカテゴリーⅢ化を実施する。

分 類効果分類

①高松空港到着予定便のダイバートやリターンの回避
【ダイバート】【リターン】

運航改善

②高松空港到着予定便の欠航の回避
【欠航】

③高松空港からの出発予定便の機材繰り欠航の回避
【機材繰り欠航】

④高松空港着陸・出発便の遅延の回避
【遅延】

⑤条件付き運航による機会損失の回避
【リスク回避措置：航空機→鉄道等へ移動手段の切替】

⑥欠航等の不安による機会損失の回避
【欠航・ダイバートが発生する可能性を踏まえ、やむを得ず鉄道等を優先的に選択している旅客】

⑦貨物に係る商品価値低下の回避
【生鮮品の物流遅延等による商品価値の低下】

⑧運航改善による温室効果ガスの削減環境改善

前頁までに示した高松空港の現況及び課題等を踏まえ、航空保安システムの費用対効果分析マニュアルに基づき、ＩＬＳカテゴ
リーⅢ化による効果の分類について整理する。



高松空港におけるＩＬＳカテゴリーⅢ化による航空保安システムの費用対効果分析マニュアルに基づく具体的効果
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〇運航改善による効果

▍条件付き運航便数の回避 【分類⑤】

平均遅延時間平均救済旅客平均救済便数項 目

-国内線：132人/便、国際線：144人/便国内線：22便/年、国際線：3便/年到着予定便のダイバート/リターン/欠航回避

-国内線：132人/便、国際線：144人/便国内線：22便/年、国際線：3便/年出発予定便の機材繰り欠航回避

57.4分╱便ー到着・出発 各12.6便/年到着・出発便の遅延回避(国際線含む）

R6年度R5年度項 目

4,7304,784到着便数（便/年）a

257271条件付き運航便数（便）

230257濃霧による条件付き運航便数（便）b

4.9%5.4%濃霧による条件付き便数の割合（％） b/a

東京国際空港・那覇空港便 「条件付き運航」の便数

▍ダイバート、リターン等便数の回避 【分類①②③④】 ※ （H2７～ R６年度 7年平均) コロナ禍 (R1-3除く）

ＩＬＳカテゴリーⅢ化による具体的な効果目的①

▍欠航等の不安による機会損失の回避（鉄道利用からの転換） 【分類⑥】

選好意識アンケートに
よる転換率

鉄道利用航空利用居住地別

7.6%290,053617,363一都三県居住者→ 香川県へ移動

5.6%210,947535,637香川県居住者→ 一都三県へ移動

全国幹線旅客純流動調査（人／年）

▍ダイバート、リターン、遅延便数の回避（燃料削減）【分類①④】
平均燃料
消費量
(L／分)

クラス

205大型ジェット（多発） （300人程度）

111大型ジェット（双発） （300人程度）

81中型ジェット （200～300人）

41小型ジェット （100～200人）

19小型ジェット （ ～100人）

国際線救済便数国内線救済便数項目

平均時間
116分╱便

1.7便
／年平均時間

125分╱便

7.1便
／年

ダイバート

0.14便
／年

7.6便
／年

リターン

12.6便／年 （平均遅延時間57.4分）遅延
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▍運航改善による温室効果ガスの削減 【分類⑧】

那覇成田国際東京国際項 目 ／出発空港

917130救済便数 （出発空港→高松空港） ［便/7年］

369加重平均貨物量 （航空輸送統計年報／出発空港→高松空港) ［Kg/便］

12.3%生鮮品割合 （航空貨物動態調査） ［%］

21生鮮貨物１件当たりの重量 （航空貨物動態調査） ［Kg/便］

8,478平均送料 （航空会社 貨物運賃より算出） ［円/20-30Kg］

▍貨物（生鮮品）の商品価値低下の回避 【分類⑦】

ＩＬＳカテゴリーⅢ化による具体的な効果目的②

機材繰り
欠航

欠航
ダイバート/
リターン

項 目

22.37.614.7救済便数（国内線） ［便/年］

-83.2※-80.5※125運航影響による平均追加運航時間 （国内線） ［分/便］
（※欠航や機材繰り欠航による非運航時間を含む）

高松空港におけるＩＬＳカテゴリーⅢ化による航空保安システムの費用対効果分析マニュアルに基づく具体的効果

〇環境改善による効果

※欠航や機材繰り欠航により航空機が出発しない場合には、
燃料消費が発生しないことから、追加運航時間を負の値として計上。



内陸空港
(海からの直線距離）

空港標高供用開始高カテゴリー
空港

約4Km95.0mH 7年10月釧路空港

約20Km196.0mH 7年10月熊本空港

約10Km198.0mH19年 3月青森空港

約12Km331.0mH20年 6月広島空港

約15Km21.3mH23年10月新千歳空港

・ILSカテゴリーⅢは、新千歳、釧路、青森、成田国際、東京国際、中部国際、広島、熊本の8空港に整備。

・高松空港は、「熊本空港、青森空港、広島空港」と同様に、内陸部に位置し、標高が高く、周囲に丘陵・山地を有する地形条件
から、湿った空気が地形に沿って上昇・冷却されることにより、滑昇霧をはじめとする霧が発生しやすい空港である。

ＩＬＳカテゴリーⅢ化 空港 状況 （国際空港除く）

約10Km184.9m未整備高松空港

高松空港も、上記空港と同様な環境であり、濃霧による
運航影響が発生している。

濃霧においても、導入済み空港と同様に、運航の
安定性が向上することにより、運航改善、環境改
善、安心・安全性・信頼性の向上が見込まれる。

ＩＬＳカテゴリーⅢ化

ＩＬＳカテゴリーⅢ化 空港 との比較

10高松空港

広島空港

熊本空港

青森空港

０７進入

空港

空港

２４進入

１０進入 空港

空港 ２６進入

下図は、国土地理院の地理院地図を基に、説明目的で加工して作成したものである。
出典：国土地理院ホームページ 「地図・空中写真閲覧サービス」



事業概要①

空港断面図

160 滑走路長 2,500m
170
180
190

ＩＬＳカテゴリーⅢ化のため、「（土木工事）電波高度計用地」、「（照明工事）航空灯火施設及び、（無線工事）ＩＬＳ施設、（気象工
事）気象施設」の整備を行う。

滑走路中心線灯器間隔
30m→ 15m

接地帯灯器間隔
60m→ 30m

150mクロスバー新設

サイドバレット新設

② 航空灯火整備 概要

カテゴリーⅠ灯火 カテゴリーⅢ灯火

標高
(m)

② カテゴリーⅢ
航空灯火

東西

① 電波高度計用地
（300m×60m）
残150m×60m

RESA (別事業）
（90ｍ×120ｍ）

③カテゴリーⅢＩＬＳ
（ローカライザー）

③カテゴリーⅢＩＬＳ
（グライドスロープ）

④ 気象施設 追加
（滑走路視距離 観測装置）

RESA: Runway End Safety Area 
滑走路端安全区域

11

八田池

RESA
(別事業)

①電波高度計用地

下図は、国土地理院撮影の航空写真を基に、説明目的で加工して作成したものである。出典：国土地理院ホームページ 「地図・空中写真閲覧サービス」



○熊本空港 ○広島空港

【電波高度計用地の例】

盛土構造 人工地盤（グレーチング）構造

・ ＩＬＳカテゴリーⅢ運航を行う航空機は、着陸前に、機上に装備された電波高度計によって、高度情報を把握する必要があり、

そのため、自機から発射した電波を反射させるための地盤（電波高度計用地）が必要となる。

※カテゴリーⅠでは、機上の気圧高度計を用いており、カテゴリーⅢでは、機上の電波高度計を用いる。

※電波高度計（Radio Altitude）とは、航空機から下方へ電波を発射した時間と地上で反射された電波を受信した時間差

から、航空機と地上間(地面・水面)の垂直距離を表すもので、航空機に装備している高度計。

・ 電波高度計用地は、滑走路進入端から少なくともL：300ｍ×W：60ｍの平坦な用地が必要となる。

・ 高松空港は、過走帯(L:60m×W:60m)は確保済みで、RESA(L:90m×W:120m)を既計画で確保する予定があるため、

残りの用地(L:150m×60m)の整備が必要。

電波高度計用地 概要

12

300m

60
m

60
m

300m

下図は、国土地理院撮影の航空写真を基に、説明目的で加工して作成したものである。出典：国土地理院ホームページ 「地図・空中写真閲覧サービス」

60m



③カテゴリーⅢローカライザー ③カテゴリーⅢ
グライドスロープ

④気象
施設

事業概要②

参考：広島空港
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ＩＬＳカテゴリーⅢ化のため、「（土木工事）電波高度計用地」、「（照明工事）航空灯火施設及び、（無線工事）ＩＬＳ施設、（気象工
事）気象施設」の整備を行う。

300m

参考：熊本空港

①電波高度計用地 ②カテゴリーⅢ航空灯火

② カテゴリーⅢ
航空灯火

東西

① 電波高度計用地
（300m×60m）
残150m×60m

RESA (別事業）
（90ｍ×120ｍ）

③カテゴリーⅢＩＬＳ
（ローカライザー）

③カテゴリーⅢＩＬＳ
（グライドスロープ）

④ 気象施設 追加
（滑走路視距離 観測装置）

下図は、国土地理院撮影の航空写真を基に、説明目的で加工して作成したものである。出典：国土地理院ホームページ 「地図・空中写真閲覧サービス」

60
m

参考：熊本空港



▼実施フロー

ケース設定
・withケース ：高松空港ＩＬＳカテゴリーⅢ化 あり
・withoutケース ：高松空港ＩＬＳカテゴリーⅢ化 なし

運航状況の確認

便益の計測
・旅客の便益
・航空会社の便益

費用の計測
・建設費
・維持及び更新費

評価指標の算出

純現在価値（NPV）、費用便益比率（CBR）経済的内部収益率（EIRR）

▼前提条件

内 容項 目

withケース【カテゴリーⅢ化あり】 と
withoutケース
【カテゴリーⅢ化なし】

の比較で評価

評 価 対 象

建設期間＋30年
評 価
期 間

評価
算出
条件

令和７年度
評価基
準年度

4.0％
社会的
割引率

・旅客便益
・航空会社の便益
・残存価値

便 益
［B］

計上
項目

・建設費
・維持及び更新費

費 用
［C］

残存価値の計測

14

費用便益分析

航空保安システムの費用対効果分析マニュアルに基づき、費用便益分析を実施。



計R15年度
(8年目)

R14年度
(7年目)

R13年度
(6年目)

R12年度
(5年目)

R11年度
(4年目)

R10年度
(3年目)

R9年度
(2年目)

R8年度
(1年目)

分類区
分

27.5億円用地造成用地造成用地造成準備工
(伐木除根、
調整池補償）
用地造成

準備工
(伐木除根、
調整池補償）

実施設計
用地買収

基本設計
測量

用地造成
調整池補償

土
木

工
事

23.8億円設置工実施設計
設置工

実施設計
設置工

実施設計
ダクト工

ダクト工実施設計基本設計進入灯火
滑走路灯火
誘導路灯火
電源設備

照
明

工
事

2.9億円設置工機材調達
設置工

実施設計
機材調達

基本設計ILS
(計器着陸
装置)

無
線

工
事

0.5億円設置工実施設計RVR
(滑走路視距
離観測装置)

気
象

工
事

（消費税抜き）

※計数は端数処理の関係で合計額に一致しない場合がある。
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整備工程案及び、事業費 （盛土（補強土壁）構造）



▍事業費 （社会的割引率 適用前：消費税抜き）

費用の計測結果 (盛土（補強土壁）構造）

費用区分

27.5億円土木工事

23.8億円照明工事

3.4億円無線工事、気象工事

54.7億円合計

▍維持管理費・施設更新費 （社会的割引率 適用前：消費税抜き）

備考 (30年間累計)費用区分

毎年×30年4.9億円維持管理費 （照明(電気代含む）・無線）

13年×2回3億円施設更新費 無線 (気象含）

15年×2回4.7億円照明

22年×1回6.9臆円照明（電源部）

19.5億円合計

▍費用合計 （社会的割引率4% 適用後：消費税抜き） 評価期間【30年間】の累計

費用区分

43.4億円事業費

6.9億円維持管理費・施設更新費

50.3億円合計

費用
（社会的割引率１％）

費用
（社会的割引率２％）

51.6億48.6億

14.9億11.4億

66.4億60.1億

▍【参考】 費用合計

※計数は端数処理の関係で合計額に一致しない場合がある。
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旅客の損失なし
航空会社の損失なし

With（事業あり）

到着予定便が着陸できないため、
旅客に費用損失、時間損失が発生
航空会社に費用損失が発生

①ダイバート

With
out

（事業
なし）

到着予定便が着陸できないため、
旅客に費用損失、時間損失が発生
航空会社に費用損失が発生

①リターン

到着予定便の欠航のため、
旅客に費用損失、時間損失が発生
航空会社に費用損失が発生

②欠航

機材繰りによる出発予定便の欠航のため、
旅客に費用損失、時間損失が発生
航空会社に費用損失が発生

③機材繰り
欠航

到着予定便が着陸できないため、
旅客に時間損失が発生
航空会社に費用損失が発生

④遅延

条件付き運航によるリスク回避措置として、航空
機利用を中止し鉄道等代替交通機関へ移動手段
を切り替える必要が生じたため、

旅客に費用損失、時間損失が発生

⑤条件付き
運航による
機会損失

過去の運航実績等に基づく欠航・遅延発生の不安
から、旅客が航空機の利用を控え、鉄道等代替交
通機関を優先的に選択する状況が生じたため、

旅客に費用損失、時間損失が発生

⑥欠航等の
不安による
機会損失

都市
出発
空港

都市
高松
空港

旅客 航空機

都市
都市高松

空港

都市
出発
空港

都市
高松
空港

都市 都市
高松
空港

都市 都市
高松
空港

都市
出発
空港

都市
高松
空港

代替
空港

出発
空港

出発
空港

便益発生状況のイメージ

出発
空港

条件付き
運航

欠航等の
不安

高松
空港

都市
出発
空港

都市

都市

都市

With/Without 条件下での便益発生状況の設定

高松
空港

出発
空港

17
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ＩＬＳカテゴリーⅢ化による効果

高松空港のＩＬＳカテゴリーⅢ化により、運航改善、環境改善の効果を有する。

効果の概要分 類効果分類

高松空港到着予定便の視界不良によるダイバートやリターンが回避され、旅客の移動費用、移動時間、
航空会社の運航経費（燃料費、整備費、乗員費等）が節約される。また、運航パターンによっては航空
会社による当該機の次の行き先空港への回航費用が節約される。

①高松空港到着予定便のダイ
バートの回避
【ダイバート】【リターン】

運航改善

高松空港到着予定便の視界不良による欠航が回避され、旅客の移動費用、移動時間、航空会社の事
務経費が節約される。また、運航パターンによっては航空会社による当該機の次の行き先空港への
回航費用が節約される。

②高松空港到着予定便の欠航
の回避
【欠航】

上記のダイバート、欠航により高松空港に機材が到着しないことによる、高松空港出発予定便の機材
繰り欠航が回避され、旅客の移動時間、移動費用、航空会社の事務経費が節約される。

③高松空港からの出発予定便
の機材繰り欠航の回避
【機材繰り欠航】

高松空港着陸便の視界不良による上空待機等による遅延、これに影響された出発便の遅延等が回
避され、旅客の移動費用、移動時間、航空会社の運航経費（燃料費、整備費、乗員費等）が節約される。

④高松空港着陸・出発便の遅
延の回避
【遅延】

高松空港到着予定便の視界不良による条件付き運航が回避され、当時、リスク回避措置として、航空
機から鉄道等の移動手段に切り替えていた旅客の移動費用、移動時間が節約される。

⑤条件付き運航による機会損
失の回避

高松空港到着予定便の視界不良の影響により欠航・ダイバートが発生する可能性を踏まえ、やむを得
ず鉄道等を優先利用している旅客が航空を利用するようになり、移動費用、移動時間が節約される。

⑥欠航等の不安による機会損
失の回避

貨物便あるいは旅客便のベリーで輸送される貨物のうち生鮮品等について、ダイバート、欠航による
商品価値の低下が防止される。

⑦貨物に係る便益

上記のような運航改善において、航空機の燃料消費が節約され、これにより温室効果ガス（GHG）の
発生が抑制される

⑧温室効果ガスの削減環境改善



計
国際線

航空会社
(供給者便益)

国際線
旅客

(利用者便益)

国内線
航空会社

(供給者便益)

国内線
旅客

(利用者便益)

分 類効果分類

３６．０９億１．４５億５．４６億８．７５億２０．４３億
①高松空港到着予定便のダイバートの回避
【ダイバート】【リターン】

運航改善

１５．７９億０．０８億８．４０億０．５７億６．７４億
②高松空港到着予定便の欠航の回避
【欠航】

３４．４１億０．１１億９．５１億１．６８億２３．１１億
③高松空港からの出発予定便の機材繰り
欠航の回避【機材繰り欠航】

１４．２５億
国内線 航空会社

便益額に含む
３．７３億５．４８億５．０４億

④高松空港着陸・出発便の遅延の回避
【遅延】

０．８４億－－－０．８４億⑤条件付き運航による機会損失の回避

２８．７４億－－－２８．７４億⑥欠航等の不安による機会損失の回避

０．３４億－－０．３４億－⑦貨物に係る便益

ー０．１億ーーー０．１億ー⑧温室効果ガスの削減環境改善

１３０．４億１．７億２７．１億１６．７億８４．９億計

※計数は端数処理の関係で合計額に一致しない場合がある。

便益の計測結果① (盛土（補強土壁）構造）

▍各分類の便益額 （社会的割引率 適用前） 評価期間【30年間】の累計
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費用便益分析｜便益の内訳

20

（社会的割引率　適用前） 単位：百万円
年度 整備 供用 航空需要伸び率 便益

西暦 年数 年数 国内線 国際線 国内線 国際線 合計

前年 基準 前年 基準 旅客便益 航空会社便益 貨物便益 環境便益 旅客便益 航空会社便益

伸び率 年度比 伸び率 年度比 DVT回避 CNL回避 機材繰り 遅延回避 機会損失の回避 DVT回避 CNL回避 機材繰り 遅延回避 DVT回避 CNL回避 機材繰り 遅延回避 DVT回避 CNL回避 機材繰り

欠航回避 転換旅客 条件付き 欠航回避 欠航回避 欠航回避

便益 運航回避

2025 1.0000 1.0000

2026 1 4.14% 1.0414 6.96% 1.0696

2027 2 4.14% 1.0844 6.96% 1.1440

2028 3 4.14% 1.1293 6.96% 1.2235

2029 4 4.14% 1.1760 6.96% 1.3086

2030 5 4.14% 1.2246 6.96% 1.3997

2031 6 4.14% 1.2752 6.96% 1.4970

2032 7 4.14% 1.3280 6.96% 1.6012

2033 8 0.67% 1.3368 1.94% 1.6322

2034 1 0.61% 1.3449 1.76% 1.6610 65 21 73 16 2.7 28 2 5 17 1 -0.3 15 23 26 10 4 0 0 309

2035 2 0.51% 1.3518 1.47% 1.6854 65 21 74 16 95 2.7 28 2 5 17 1 -0.3 15 23 26 10 4 0 0 406

2036 3 0.64% 1.3605 1.42% 1.7093 66 22 74 16 95 2.7 28 2 5 18 1 -0.3 15 23 26 10 4 0 0 409

2037 4 0.62% 1.3689 1.37% 1.7328 66 22 75 16 96 2.7 28 2 5 18 1 -0.3 15 24 27 10 4 0 0 412

2038 5 0.68% 1.3782 1.45% 1.7578 66 22 75 16 97 2.8 28 2 5 18 1 -0.3 16 24 27 11 4 0 0 415

2039 6 0.54% 1.3856 1.51% 1.7844 67 22 76 16 97 2.8 29 2 5 18 1 -0.3 16 24 27 11 4 0 0 418

2040 7 0.48% 1.3923 1.61% 1.8131 67 22 76 17 98 2.8 29 2 6 18 1 -0.3 16 25 28 11 4 0 0 421

2041 8 0.35% 1.3972 1.58% 1.8418 67 22 76 17 98 2.8 29 2 6 18 1 -0.3 16 25 28 11 4 0 0 424

2042 9 0.33% 1.4017 1.61% 1.8714 68 22 76 17 98 2.8 29 2 6 18 1 -0.3 17 25 29 11 4 0 0 426

2043 10 0.37% 1.4069 1.62% 1.9018 68 22 77 17 99 2.8 29 2 6 18 1 -0.3 17 26 29 11 4 0 0 429

2044 11 0.34% 1.4116 1.59% 1.9321 68 22 77 17 99 2.8 29 2 6 18 1 -0.3 17 26 30 12 5 0 0 432

2045 12 0.31% 1.4159 1.56% 1.9623 68 23 77 17 99 2.8 29 2 6 18 1 -0.4 17 27 30 12 5 0 0 434

2046 13 0.28% 1.4199 1.53% 1.9924 68 23 77 17 99 2.8 29 2 6 18 1 -0.4 18 27 31 12 5 0 0 436

2047 14 0.25% 1.4234 1.50% 2.0224 69 23 78 17 100 2.9 29 2 6 18 1 -0.4 18 27 31 12 5 0 0 439

2048 15 0.22% 1.4265 1.47% 2.0522 69 23 78 17 100 2.9 29 2 6 18 1 -0.4 18 28 32 12 5 0 0 441

2049 16 0.19% 1.4291 1.44% 2.0818 69 23 78 17 100 2.9 30 2 6 19 1 -0.4 18 28 32 13 5 0 0 443

2050 17 0.16% 1.4314 1.41% 2.1113 69 23 78 17 100 2.9 30 2 6 19 1 -0.4 19 29 32 13 5 0 0 445

2051 18 0.13% 1.4332 1.38% 2.1405 69 23 78 17 100 2.9 30 2 6 19 1 -0.4 19 29 33 13 5 0 0 446

2052 19 0.10% 1.4346 1.35% 2.1695 69 23 78 17 101 2.9 30 2 6 19 1 -0.4 19 29 33 13 5 0 0 448

2053 20 0.07% 1.4355 1.32% 2.1982 69 23 78 17 101 2.9 30 2 6 19 1 -0.4 19 30 34 13 5 0 0 450

2054 21 0.04% 1.4361 1.29% 2.2267 69 23 78 17 101 2.9 30 2 6 19 1 -0.4 20 30 34 13 5 0 0 451

2055 22 0.01% 1.4362 1.26% 2.2548 69 23 78 17 101 2.9 30 2 6 19 1 -0.4 20 31 35 14 5 0 0 452

2056 23 -0.02% 1.4358 1.23% 2.2827 69 23 78 17 101 2.9 30 2 6 19 1 -0.4 20 31 35 14 5 0 0 454

2057 24 -0.05% 1.4351 1.20% 2.3102 69 23 78 17 101 2.9 30 2 6 19 1 -0.4 20 31 35 14 5 0 0 455

2058 25 -0.08% 1.4339 1.17% 2.3373 69 23 78 17 100 2.9 30 2 6 19 1 -0.4 21 32 36 14 5 0 0 456

2059 26 -0.11% 1.4323 1.14% 2.3640 69 23 78 17 100 2.9 30 2 6 19 1 -0.4 21 32 36 14 6 0 0 457

2060 27 -0.14% 1.4302 1.11% 2.3904 69 23 78 17 100 2.9 30 2 6 19 1 -0.4 21 32 37 14 6 0 0 457

2061 28 -0.17% 1.4278 1.08% 2.4163 69 23 78 17 100 2.9 30 2 6 18 1 -0.4 21 33 37 15 6 0 0 458

2062 29 -0.20% 1.4249 1.05% 2.4418 69 23 78 17 100 2.9 29 2 6 18 1 -0.4 22 33 38 15 6 0 0 458

2063 30 -0.23% 1.4216 1.02% 2.4668 69 23 78 17 100 2.9 29 2 6 18 1 -0.4 22 33 38 15 6 0 0 459

計 2,043 674 2,311 504 2,874 85 875 57 168 548 34 -10 546 840 951 373 145 8 11 13,039



▍運航改善及び環境改善による効果

便益の計測結果② (盛土（補強土壁）構造）

平均遅延時間救済旅客救済便数項目

-国内線：132人/便、国際線：144人/便国内線：22便/年、国際線：3便/年到着予定便のダイバート/リターン/欠航回避

-国内線：132人/便、国際線：144人/便国内線：22便/年、国際線：3便/年出発予定便の機材繰り欠航回避

57.38分╱便ー到着・出発 各12.6便/年到着・出発便の遅延回避(国際線含む）

▍便益額 （社会的割引率 適用前） 評価期間【30年間】の累計

備考国際線国内線効果

27.1億円84.9億円旅客（運航改善）

1.7億円16.7億円航空会社（運航改善、環境改善）

130.4億円合計

▍便益額 （社会的割引率4% 適用後） 評価期間【30年間】の累計

便益額効果

75.8億円運航改善、環境改善、残存価値

※計数は端数処理の関係で合計額に一致しない場合がある。

便益額
（社会的割引率１％）

便益額
（社会的割引率２％）

343.1億172.5億

▍【参考】 便益額
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※ （H2７～ R６年度 7年平均) コロナ禍 (R1-3除く）



費用便益分析の概要 (盛土（補強土壁）構造）①

評価指標費用（Ｃ）便益（Ｂ）

・ＮＰＶ（Ｂ－Ｃ） 純現在価値
２５．５億円

・ＣＢＲ（Ｂ／Ｃ） 費用便益比
１．５１

・ＥＩＲＲ 経済的内部収益率
４．６％

５０．３億円

建設費 ４３．４億円
維持・施設更新費 ６．９億円

７５．８億円

旅客及び航空会社便益・残存価値

※便益、費用は割引後の値

高カテゴリーＩＬＳ事業を実施しない場合、濃霧による視界不良時に高松空港への到着便が着陸できず、
欠航や最寄りの代替空港（大阪国際空港・関西国際空港）へのダイバート、又は出発した空港へのリターン運航とな
ることから、高カテゴリーＩＬＳ事業により、以下の欠航便数（過去実績値）分が、救済される。

▼高松空港「濃霧（視界不良）」による欠航便数（R８.２月末現在）

22

費用便益分析

高カテゴリーＩＬＳ事業を実施しない場合（Without時）の 高松空港 運航状況

高松空港では冬季～春季にかけて濃霧による欠航が発生する。コロナ禍では運航便数の減少に応じて、欠航便数も減少した。
濃霧による欠航便数の増加により高カテゴリー化の要望が高まった平成27年度以降（過去10年間）を対象とし、コロナ禍期間（令和元～3年度）
を除いた7年間の平均値で計算を行う。

7年平均7年 計R7R6R5R4R3R2R元H30H29H28H27【年度】

2２便1５６2４１５1320ーーー16182945救済便数 (国内線)

３便２15200ーーー2854救済便数 (国際線)

25便1772９17132018263449計

▍【参考】 CBR(B／Ｃ）

2.87（社会的割引率２％）

5.17（社会的割引率１％）
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ケース 変動条件 B／Ｃ 備考
基準ケース 整備費・便益：標準 1.51 ｰ

ケース1 整備費+10% 1.36
ケース2 整備費 -10% 1.68
ケース3 便益＋10% 1.67 救済便数が増加（濃霧影響の増大）

ケース4 便益 -10% 1.35 救済便数が減少（濃霧影響の減少）

ケース5 便益-10%・整備費+10% 1.22 最も厳しい条件

費用便益分析の概要 (盛土（補強土壁）構造）② （感度分析）

高松空港におけるＩＬＳカテゴリーⅢ化による航空保安システムの費用対効果分析マニュアルに基づく感度分析



ＩＬＳカテゴリーⅢ化による効果 その他の効果（定性的効果）

高松空港におけるＩＬＳカテゴリーⅢ化により、定性的効果として、環境改善、安心・安全性・信頼性の向上等が得られる可能性が見込ま
れる。

効果の概要分 類効果分類

着陸復行が減少し、空港周辺への騒音影響が軽減される可能性。空港周辺の騒音影響軽減環境改善

乗員や管制官の精神的負荷やワークロードが軽減される可能性。乗員・管制官負荷の軽減

安心・安全性・
信頼性の向上

旋回や、降下・上昇の繰り返しが減少し、利用者の安心感が向上する可能性。利用者安心感の向上

運航の信頼性が向上することで、航空会社による新規路線開設や既存路線の増便が促進される可能
性。

路線の拡充促進

四国内の空港の中で唯一の内陸部に設置されており、豪雨や津波等による浸水被害のリスクが低い。
このため、災害時等における臨時便等の受け入れ時に、視界不良を伴う悪天候時においても、代替交
通手段として利用される可能性。

災害時等における代替交通手
段としての利用

視界不良による悪天候時の着陸に係る事故発生率が低下し、人命、機材の損失が回避される可能性。事故率の削減

視界不良を伴う悪天候時においても航空アクセスの定時性が確保されることにより、音楽・スポー
ツ・国際会議等の安定的な開催及び、誘致が促進され、これに伴う来訪者の増加を通じて地域経済へ
の波及効果が高まる可能性。

大規模イベントの開催・誘致

その他の効果

・他地域への安定した移動・輸送が可能となり、企業の生産が増大する可能性。
・企業の立地先としての魅力度が向上する可能性。

企業生産の増大・企業立地

観光客増大、企業生産の増加等を受け雇用が拡大する可能性。雇用機会の拡大

上記を受けて、地域の生産額が増大する可能性。地域生産額の増大

24



【その他検討】 電波高度計用地 土木構造検討①

25

八田池
(はったんいけ）



評価指標費用（Ｃ）便益（Ｂ）構造

・ＮＰＶ（Ｂ－Ｃ） 純現在価値
２５．５億円

・ＣＢＲ（Ｂ／Ｃ） 費用便益比
１．５１

・ＥＩＲＲ 経済的内部収益率
４．６％

５０．３億円

建設費 ４３．４億円
維持・施設更新費 ６．９億円

７５．８億円

旅客及び航空会社便益・残存価値

①盛土
（補強土壁）
構造
【工期8年】

※便益、費用（消費税抜き）は社会的割引率後の値

評価指標費用（Ｃ）便益（Ｂ）構造

・ＮＰＶ（Ｂ－Ｃ） 純現在価値
２３．２億円

・ＣＢＲ（Ｂ／Ｃ） 費用便益比
１．３８

・ＥＩＲＲ 経済的内部収益率
３．８％

６０．８億円

建設費 ５２．７億円
維持・施設更新費 ８．１億円

８４．０億円

旅客及び航空会社便益・残存価値

②人工地盤
構造
【工期５年】

●構造①・構造②のＢ／Ｃは１を上回っている。
●構造②では、人工地盤の建設費が事業後半（特に5年目に約47％）に集中し、供用開始後も、構造①と同様に、照明や無線
施設の更新投資等の費用が発生することに加え、便益が供用開始後30年間にわたり、平均4.3億円／年と分散して発現するこ
とから、EIRRは3.8％にとどまり、社会的割引率4％をわずかに下回る結果となっている。

●構造②は、 ため池の改修・補償に伴う対応や、進入灯火運用への影響が小さいことから、工期短縮が可能であり、早期便益
が見込まれる。
●構造②の詳細な検討にあたっては、事業着手後に実施する土質調査の結果が必要となる。土質調査の結果次第では、本検
討で採用した基礎杭設計（25m杭×72本×10mピッチ)の見直しによるコスト縮減や、広島空港ＩＬＳカテゴリーⅢで、採用された
橋梁形式への変更により、Ｂ／Ｃの向上が期待される。

事業着手後は、構造①による計画を進めつつ、構造②についても、検討を行う。
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【その他検討】 電波高度計用地 土木構造検討②


